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 はじめに 

 　ロシアの1993年憲法はソ連型統治原理を

転換し西欧型憲法原理を受容した。これは，

原理の異なる憲法の借用（継受）であり，同

時に，体制転換にともなう憲法原理の転換

だった。この変化においては，計画（指令）

経済から市場経済に社会体制が転換した結果

または帰結として憲法原理が転換するのでは

なく，転換した憲法原理が実現されるべき社

会体制の内容を指示するという特徴をもっ

た。つまり，憲法は社会革命の帰結ではなく，

体制転換の方向を指示する道具だった （1 ） 。し

たがって，憲法原理の転換（借用）と体制の

転換は不可分だとしても，それぞれは別個の

事象として考えることもできる。欧州評議会

が「人権，民主主義，法の支配」をその理念

としたことはそのことを前提としている （2 ） 。 

 　その欧州評議会への加盟にロシアは，1992

年の加盟申請から4年を要した。その大きな
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原因はチェチェン紛争である。加えて，1993

年憲法に問題はないものの法律と実務の転換

が十分でなく加盟の条件をロシアは満たして

いないと欧州評議会が判断したこともその理

由である。ただし，加盟自体が条件の実現を

促進するという意見も欧州評議会のなかにあ

り，この意見が受け入れられることで加盟は

承認された （3 ） 。 

 　確かに，ロシアの欧州評議会への加盟は，

ロシアの法改革，言い換えれば，「法体制の上」

での体制転換を促進した。ロシアでは2002

年までには「民法典，刑法典，家族法典，土

地法典，労働法典，民事訴訟法典，刑事訴訟

法典がすべて制定され，基本六法がそろった。

こうして法体制の上では，体制転換は一応完

了した」 （4 ） 。しかし，この「法体制の上」で

の体制転換は，エリツィンからプーチンに大

統領が交代することで完了するとともに，「権

力の垂直軸の復興」を理念とするプーチン大

統領の下で政治レジームが転換する出発点と
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もなった。プーチン大統領は，大統領令で連

邦管区を設置し，地方自治法を全面改正（新

地方自治法制定）した。政党法が制定され，

司法改革も進んだ。これらは，憲法の改正無

き憲法変動と見ることができる。2008年と

2011年には，大統領と議員の任期の変更，

国家会議への政府の報告，連邦会議議員の一

部の大統領による選任を内容とする明文の憲

法改正も行われた。 

 　さしあたりここでは，憲法が定める憲法改

正手続による公式の憲法改正と憲法が定める

憲法改正手続によるのではないという意味で

の非公式の憲法変動が混在する点に現代ロシ

アの立憲主義の特徴を認め，この公式の憲法

改正と非公式の憲法変動により同一の憲法の

下で政治レジームが転換した点に現代ロシア

の憲法動態の内容を捉えておきたい。なお，

1993年憲法では，憲法の基本原則（第1章），

人権（第2章）および改正手続（第9章）の

改正は，連邦議会の議員総数の5分の3の支

持がある場合に憲法制定会議を招集し，その

議員総数の3分の2で新憲法草案が採択され

ると国民投票が実施される。第3章から第8

章は，連邦議会（連邦会議の議員総数の4分

の3以上，国家会議の議員総数の3分の2以

上）と連邦構成主体（3分の2以上）の条件

付きの多数で改正できる。 

 　1993年憲法のもとで，公式の憲法改正と

非公式の憲法変動が混在する憲法動態がなぜ

生じたのだろうか。この問いに答えるには，

憲法動態の理論化のための方法論から1993

年憲法の性格に至るまで多くの問題を検討す

る必要がある。 

 　この小論では，現代ロシアの憲法学者のА. 

Н. Медушевский（以下，メドゥシェフスキー）

の業績を検討する。比較絶対主義論を専攻す

る歴史学者として出発したかれは，1993年

憲法制定前後から立憲主義の研究に取り組

み，時間軸での比較（ロシア立憲主義史）と

空間軸での比較（移行諸国比較立憲主義論 （5 ） ）

を踏まえ，憲法動態の理論化（憲法周期論，

конституционный цикл, constitutional cycle）

を提唱し，1993年憲法の法的性格について

も独自の見解を提示している。 

 一  追いつき型近代化と立憲主義―社
会学としてのロシア立憲主義 

 　メドゥシェフスキーは1960年生まれで，

モスクワ歴史古文書大学を卒業し，大学卒業

後，ロシア科学アカデミーロシア史研究所に

勤務した。2007年から2012年までロシア科

学 ア カ デ ミ ー 歴 史 研 究 所 の«Российская 

история»（『ロシア史』）の編集責任者だっ

た （6 ） 。1995年からは高等経済学院で社会学を

教授するとともに，高等経済学院法学部の設

置に尽力し，1997年には同法学部憲法講座

長になった。«Сравнительное конституционное 

обозрение»（『比較憲法概観』）の編集委員で

あり，この雑誌に活発に論文を掲載している。

現在は同学院の社会科学部に在籍している。 

 　メドゥシェフスキーの業績と活動について

は，かれの論文選集の「あとがき」として「同

僚，友人，弟子」による詳細な紹介と整理が

ある （7 ） 。この「あとがき」は，かれの研究の

推移を次のように整理している。すなわち，

「18世紀 ― 20世紀のロシアの絶対主義，近代

化および改革の研究者」，「歴史と現代におけ

るロシア立憲主義の構想」，「近現代における

民主主義と権威主義」，「移行型社会における
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憲法危機」，「憲法周期論」，「法社会学と政策：

現代ロシアの改革の重大問題」。 

 　かれの単著は以下の通りである。 

 　『 政 治 社 会 学 と 歴 史 』Политическая 
социология  и  история ,  Ново сибирск : 
Сибирский институт социального управления 
и политология, 1990. 

 　『 ロ シ ア 社 会 学 史 』История русской 
социологии, М.: Высшая школа, 1993. 

 　『ロシアにおける絶対主義の確立：比較史
研 究 』Утверждение абсолютизма в Россия: 
сравнительное историческое исследование, М.: 
Текст, 1994. 

 　『民主主義と権威主義：比較なかのロシア
立 憲 主 義 』Демократия и авторитаризм: 
р о с с и й с к и й  ко н с т и т у ц и о н а л и з м  в 
сравнительной перспективе, М.: РОССПЭП, 
1998. 

 　『比較憲法と政治制度』Сравнительное 
конституционное  право  и  политические 
институты, М., ВШЭ, 2002. 

 　『 憲 法 周 期 論 』Теория конституционных 
циклов, М.: Издевательский дом ГУ ВШЭ, 
2005. 

 　『18世紀 ― 20世紀初頭のロシアにおける農
業 改 革 構 想 』Проекты аграрных реформ в 
России XVIII―начало XXI в., М.: Наука, 2005. 

 　『法 社 会 学』Социология права, М.: Теис, 
2006. 

 　『ロシア立憲主義：歴史と現代における発
展 』 Russian  Constitutionalism : Historical 
and Contemporary Development .  London 
and New York: Routledge, 2006. 

 　『現代ロシア立憲主義についての省察』
Размышления о современном российском 
конституционализме, М.: РОССПЭН, 2007. 

 　『時代との対話：19世紀末期 ― 20世紀初頭

のロシア立憲主義者』Диалог со временем: 
российские конституционалисты конца XIX―
начала XX вв., М.: Новый Хронограф, 2010. 

 　『ロシア近代化の重要問題』Ключевые 
проблемы российской модернизации, М.: 
Директ-Медиа, 2014. 

 　『ロシアの法的伝統：支柱か障壁か』
Российская правовая традиция-опора или 
преграда? М.: Фонд «Либеральная миссия», 
2014. 

 　歴史学者として，比較絶対主義論に取り組

んだメドシェフスキーは（『ロシアにおける

絶対主義の確立―比較史研究』，以下，『絶対

主義』），1993年憲法の制定を契機に，憲法

学者として，現代ロシアにおける立憲主義と

民主主義を西欧と東欧の憲法史を踏まえて検

討するようになり（『民主主義と権威主義―

比較のなかのロシア立憲主義』，以下，『民主

主義と権威主義』），さらに，「移行型社会」

の憲法動態の比較に取り組むようになる（『比

較憲法と政治制度』）。そして，憲法周期論と

して憲法動態の一般理論の構築が試みられ

（『憲法周期論』），憲法動態の比較や理論の検

討とともに，ロシア立憲主義の性格をめぐる

かれの理解もより明確になっていく（『現代

ロシア立憲主義についての省察』，以下，『省

察』）。 

 　かれの業績は，大きくは，憲法動態論とロ

シア立憲主義論とであると整理でき，その根

底にある問題関心は，社会変動と憲法動態と

の関係である。しかし，注意すべきは，この

社会変動は，必ずしも，「封建制から資本主

義への移行」または「社会主義から資本主義

への逆転換」といった意味での体制転換を意

味しないことである。 
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 　『絶対主義』の基本関心は，ソ連の歴史学

のそれとは異なり，伝統社会が合理化されて

いく過程がロシアではどのようなものであっ

たかということにあった。『絶対主義』は，

国家機構の近代化＝行政官僚制に焦点を合わ

せ，その結論は，「伝統的な行政組織から合

理的なそれへの移行および新しい型の国家体

制の創出が近代の社会発展の客観的段階」で

あり，「ピョートルの改革は，この点で，世

界史の重要な道標である。なぜなら，それは，

世界的規模での近代化と欧化の過程の開始を

象徴する」というものであった。，合理化ま

たは近代化という問題設定，そして行政官僚

制という分析対象 （8 ） ，これらは社会学，とく

にウェーバーの影響を強く受けたものである

ことは言うまでもない （9 ） 。 

 　メドゥシェフスキーは，ドイツ古典哲学か

らウェーバーに至る，ドイツの哲学，法学お

よび社会学の理論を追いつき型近代化を課題

とする国で生まれた議論として検討してい

る （10 ） 。かれによれば，ヘーゲル，マルクス

およびウェーバーの学説には，「発展組織と

しての社会，発展と近代化の源泉としての社

会的紛争および紛争の解決と発展の展望の決

定における国家の役割の観念に結びついた多

くの共通の特徴」がある （11 ） 。

　メドゥシェフスキーは，次のように述べる。

ヘーゲルは，自然状態と社会契約との対比に

代え，国家と市民社会の分離を提示し，この

分離を前提に君主と行政官僚制の役割と意義

を論じた。ウェーバーの合理化や官僚制化に

ついての議論も，特殊に西欧起源であること

よりも，追いつき型近代化に共通する普遍と

して位置づけることができる。ウェーバーの

ロシアへの関心は （12 ） ，ドイツとロシアの比

較分析という意味があり，かれの理論の重要

な部分に影響を及ぼしている。1905年およ

び1917年のロシア革命についての論評 （13 ） ，

とくに「ロシアの外見的立憲制への移行」の

「専制の官僚制化の完成」の分析は『職業と

しての政治』および『新秩序ドイツの議会と

政府』に先行するものであり，そこでの結論

は，「多くの点でロシアの資料で最初に形成

されたもの」である （14 ） 。 

 　メドゥシェフスキーの比較立憲主義史にお

いて，近代化は2類型に区分され，西欧（イ

ギリス，アメリカとフランス）と東欧との対

比が基本枠組となっている （15 ） 。この場合の

東欧とは追いつき型近代化が課題で，この近

代化のなかで憲法を借用して外見的立憲主義

を採用した地域を指す。この点では，ドイツ

は，君主政原理による立憲君主制を採用した

欽定憲法の国，すなわち「東欧」の国であり，

そのような意味での「東欧」の準拠国である。

以下，「東欧型近代化」の「東欧」はこの意

味での「東欧」である。この立憲君主制が，

他の東欧（ドイツ，ハプスブルク帝国，帝政

ロシア，そして明治期の日本）に拡大する。 

 　メドゥシェフスキーは，研究の出発点にお

いて，普遍的過程としての近代化または合理

化という視点を社会学から学び，それを前提

としつつ，比較立憲主義史の研究では，近代

化を2類型に区分した。そこから，かれにとっ

て，西欧型近代化と異なる東欧型近代化にお

ける立憲主義と自由主義とは何であるかが大

きな問題となる。この点でも，かれはウェー

バーのロシア革命論に影響を受ける （16 ） 。メ

ドゥシェフスキーの議論において大きな比重

を占める外見主義的立憲主義もウェーバーの

ロシア革命論経由である。メドゥシェフス
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キーによれば，追いつき型近代化において自

由主義は「古典的モデルとは隔たった」もの

となる。「国家と開明的行政官僚制に訴え」

ることで，自由主義は，「したがって，君主

政原理の尊重が主要なものであるゲームの規

則を理解せざるを得ない」 （17 ） 。しかし，かれ

は，そのことから立憲主義が不可能であると

は考えず，そのことが意味するのは，立憲主

義の実現のために「経済的自立，個人主義お

よび個人の権利といった新しい原理の社会意

識における定着の漸進的で着実な活動が必

要」となることだと捉える （18 ） 。 

 　追いつき型近代化における立憲主義と自由

主義という課題に，19世紀中葉から20世紀

初頭のロシアの立憲主義者および自由主義者

は直面した （19 ） 。メドゥシェフスキーによれ

ば，西欧派とスラブ派の対立においてロシア

における自由主義あるいは立憲主義の実現の

根拠となったのはヘーゲルの哲学であった。

ヘーゲルの影響は大きく，ロシアの社会主義

の父とされるゲルツェンもヘーゲルの影響を

受けた。メドゥシェフスキーは，ヘーゲルの

普遍主義の影響を受けつつロシアにおける国

家と社会の特殊性を指摘し，ロシアにおける

国家の意義を強調した国家学派（法律学派）

に注目し，ロシアの立憲主義と自由主義の源

流に位置づける （20 ） 。かれは，「伝統的な社会

と国家の急速な近代化の段階での社会と国家

における関係の解釈の普遍モデル」 （21 ） を提示

した点に国家学派（法律学派）の意味がある

と考え，その成果を「ロシア社会学」と呼ん

でいる。この国家学派（法律学派）を出発点

として，ヘーゲルの影響は薄れるが，19世

紀中葉からから20世紀初頭にかけてかれの

考えるロシア社会学が存在し，かれによれば，

その知的遺産は世界水準の意義がある。 

 　『ロシア社会学史』では，チチェーリン，

カヴェリンおよびグラドフスキー（以上，国

家学派）の社会学が，ムロムツェフ，コルクー

ノフおよびセルゲェヴィッチで変化発展を遂

げたという見方が示されている。これらの法

学者に加えて，コバレフスキー，クリチェフ

スキー，パヴロフ＝シリヴァンスキーおよび

ミリュコフといった歴史学者，オストロゴル

スキー（政治学者，オストロゴルスキーの逆

説），ペトラジツキー（法社会学者，法心理

学説）およびソロキン（社会学者）の業績が

検討されている。 

 　『時代との対話：19世紀末期と20世紀初頭

のロシア立憲主義者』（以下，『対話』）では，

立憲主義派が提示した「近代化における社会

と国家との関係」は，「自由主義パラダイム」

と捉え直され，「単に哲学ではなく，革命ロ

シアの社会制度の機構分析」であり，「革命

無き近代化の理論」と位置づけ直される （22 ） 。

この視点から，『対話』では，ムロムツェフ，

コルクーノフ，ペテラジツキー，ノヴゴロド

ツェフ，ココシキン，ゲッセン，オスロゴル

スキー，キスチャコフスキー，コトリャレフ

スキーらの19世紀末期から20世紀初頭にか

けてのロシアの立憲主義者との対話が行われ

ていく。 

 　メドゥシェフスキーは，単なる歴史回顧と

して19世紀末期から20世紀初頭の立憲主義

者と対話しているわけではない。この対話は，

きわめて実践的意図に基づいている。かれは

次のように述べている。「現代の憲法論争で

問題となっている言葉を見ると，われわれは，

20世紀初頭の憲法理念の淵源に連れ戻され

る。当時提起された基本問題の意義が維持さ
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れている。ロシアは西欧立憲主義の道に沿っ

て発展できるか，法治国家と市民社会を創出

できるか，このためには何をなすべきか，憲

法変革（конституционное преобразование, 

constitutional transformation）の先行例が失

敗したのはなぜか，どのように権威主義の伝

統を克服し，人権の綱領を実現するか」 （23 ） 。 

 二  憲法近代化における憲法革命と憲
法改革―憲法動態論の方法 

 　メドゥシェフスキーは比較立憲主義史の視

点としては近代化の2類型を提示し，憲法動

態論を展開する場合には，類型ではなく社会

の近代化と憲法の近代化との関係に着目して

いる。 

 　かれは，社会の近代化と憲法の近代化との

関係を，『現代ロシア立憲主義についての省

察』（以下，『省察』）で，次のように述べる。

すなわち，「変化する社会的現実に憲法規範

を一致させるための憲法変動の過程は憲法近

代化と呼ばれている。社会の近代化は一般に

法的または非法的な方法で実現されうる。そ

して，法的（憲法的）近代化は，法的継承性

が断絶して起きる場合と，それが維持されて

起きる場合とがある。これらの二つの法的近

代 化 は， 憲 法 革 命（конституционная 

революция, constitutional revolution） ま た

は 憲 法 改 変（конституционное переворот, 

constitutional coup d’etat）（法的にはこの二

つ に は 違 い は な い ） と 憲 法 改 革

（конституционная реформа, constitutional 

reform）とである。憲法改革は，憲法改正（憲

法条文の改正），「基本法の規定を発展または

具体化する目的をもつ新しい憲法的法律の採

択，さまざまな方向での憲法解釈により実現

される」 （24 ） 。『対話』でも，かれは，このよ

うな社会の近代化と憲法の近代化との関係を

めぐる認識を繰り返して提示するとともに，

憲法改革について，「政治レジームの擬似法

的な進化」により実現されるうることを付け

加える。「擬似法的な進化」は，近代化から

の逸脱を許し，憲法周期の局面の交代，すな

わち，法的再伝統化の基礎を作り出すと指摘

する （25 ） 。 

 　メドゥシェフスキーの非法的近代化，憲法

革命型法的近代化，憲法改革型法的近代化の

三分法は，かれによる立憲主義の区分，すな

わち，名目的立憲主義，実質的立憲主義およ

び外見的立憲主義に区分に，発想として対応

している。外見的立憲主義は実質的立憲主義

への移行段階であるとともに，法的近代化の

独自の類型でもある。また非法的近代化に対

応する名目的立憲主義はそもそも立憲主義に

値せず，名目的立憲主義の概念は成立しない

との批判もありうる。しかし，非法的近代化

は，憲法が制定されないことを意味しない。

非法的近代化における憲法の機能が問題とな

りうる。 

 　以上の議論においてメドゥシェフスキーに

独自なものは，非法的近代化と名目的立憲主

義という捉え方と，法的近代化を憲法革命と

憲法改革に区別することである。憲法革命と

憲法改革の区別をより詳しく見ておこう。 

 　メドゥシェフスキーの考える憲法革命は，

社会体制と支配階級の交代を意味せず，した

がって，社会革命（封建制から資本主義への

移行の場合は市民革命，資本主義から社会主

義の場合は労働者，または労働者と農民の革

命）とは別個の独立の概念である。前述のよ
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うにかれの社会変動の捉え方は近代化であ

り，近代化は社会革命（市民革命）がなくて

も生じうるので，この点から言えば，革命（社

会革命）と法という主題はかれの議論にとっ

て必要不可欠ではない。かれの提示する近代

化の2類型に即して考えれば，西欧型近代化

の場合にだけ，憲法革命は社会革命（市民革

命）の結果として生じ，東欧型近代化の場合

にはそうでないと見ることもできる。 

 　メドゥシェフスキーが憲法革命と憲法改革

を区別する理由は，さしあたり，近代化を，

非法的近代化と法的近代化に区別したのと同

様に，法的近代化すなわち憲法近代化を，旧

憲法秩序との断絶と連続を基準に二つに分類

するためであると考えることができる。 

 　しかし，この区別は，それにとどまらない

意味がある。メドゥシェフスキーのいう憲法

改革は，公式の憲法改正に加えて法律の制定

や解釈の変更を憲法改革と捉えるという点

で，憲法の意味するものを拡大するとともに，

公式の憲法改正の手続によらない憲法改革を

認めるという意味で非公式の憲法変動を承認

するものでもある。かれは，憲法改革は，憲

法改正，法律制定および解釈提示の三つで実

現しうると考えているから，この場合，憲法

は，少なくとも，憲法，法律および解釈の総

体となる （26 ） 。このような総体を憲法現実と

呼び，それと対比して憲法それ自体を憲法条

文と呼ぶとすれば，憲法現実は，憲法条文の

改正がなくても変動する。すなわち，憲法改

革は，新憲法制定に至らない公式の憲法改正

と非公式の憲法変動と捉えることができる。 

 　そうだとすれば，このような憲法変動は，

憲法改革となる場合もあれば，憲法改悪とな

る場合もありうる。メドゥシェフスキーが，

憲法改革において擬似法的な進化も排除でき

ないと指摘するのは，憲法改悪となる方向で

の憲法現実の変動を念頭に置いているからだ

と考えることができる。こうした視点から，

憲法制定会議における権力簒奪から憲法裁判

所の解釈に及ぶ15の憲法操作の技術をかれ

は列挙し分析している （27 ） 。かれは，憲法操

作の技術のひとつとして憲法裁判所の解釈に

注目しており，法的ではなく政治的な，言い

換えれば，人権の擁護機関としてではなく憲

法秩序の維持機関としての憲法裁判所の研究

の必要性を指摘している （28 ） 。 

 　それは別として，メドゥシェフスキーによ

れば，憲法革命と憲法改革は憲法危機から生

み出される。かれの議論の特徴は，憲法に内

在する概念間の矛盾緊張として憲法危機を描

く点にある。『比較憲法と政治制度』（以下，

『比較憲法』）の第2章「現代世界における社

会変化の要因としての憲法」で，かれは，民

主主義の矛盾を人民主権と法治国家と捉え，

この両者の矛盾緊張が高まることで憲法危機

が生じると，その解決として憲法革命または

憲法改革が生じると述べている （29 ） 。ここで，

人民主権と法治国家との矛盾緊張として捉え

られていることは，問題と関心に応じて，正

当性（正統性）と合法性（制定法）との矛盾，

憲法制定権力と立憲権力との矛盾というよう

にも捉え直される。 

 　ただし，現実には，憲法危機は社会に実在

する矛盾緊張である。この点で，注意すべき

ことが二つある。一つは，メドゥシェフスキー

の議論では，概念間の矛盾として説明される

矛盾緊張は，制定法と社会（または社会意識）

の矛盾緊張に還元できることである。つまり，

法治国家，合法性（実定法），立憲権力は制
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定法の問題であり，人民主権，正当性（正統

性）および憲法制定権力は社会（社会意識）

の問題である。このようなかれの基本視点は，

法典化と慣習法との関係を法二元主義と捉え

ることにも表れている （30 ） 。要するに，国家

と社会との矛盾緊張がかれの議論の根底にあ

る。これを，憲法秩序の正当性とその危機の

問題と捉え直すことも可能だろう （31 ） 。 

 　もうひとは，現実の社会勢力の対抗として

の憲法危機を，メドゥシェフスキーが対立型

と合意型に分けていることである。対立型憲

法革命は，旧憲法秩序の支持勢力を新憲法秩

序の支持勢力が圧倒するものであり，これが

憲法革命の典型である。新旧憲法秩序の断絶

は，新憲法の内容だけでなく制定の手続，支

配集団の交代に現れる。これに対して，かれ

は，スペインの1978年憲法の制定過程を念

頭に置いて，既存の主要政治勢力による協議

の結果として新憲法が制定される合意型憲法

革命が存在することを強調する （32 ） 。1993年

憲法の制定過程は対立型憲法革命の典型事例

であるが，ポーランドやハンガリー，チェコ

スロヴァキア（現在はチェコとスロヴァキア

に分離）は合意型憲法革命の要素があるとか

れは考えている。 

 　憲法革命と憲法改革という概念で憲法動態

がどこまで説明できるかわかりにくいところ

もある。ただ，ロシア立憲主義史に即して考

えると，メドゥシェフスキーがこのような区

別を行った動機も理解可能となる。一つは，

1917年のロシア革命における憲法革命と憲

法改革という視点であり，もう一つは，1990

年から1993年のロシアでの憲法制定過程に

おけるそれである。後者の場合，1978年ロ

シア共和国憲法の改正による憲法改革と，旧

憲法秩序を否定する憲法革命とが対抗してい

たと整理することも可能である。1993年憲

法の制定過程は，対立型憲法革命の典型であ

り，1993年憲法はその結果でもある。憲法

制定会議の解散（1917年）と人民代議員大

会の憲法委員会に代わる憲法協議会の大統領

による招集（1992年）は，旧憲法秩序との

断絶による新憲法制定がロシアの特徴である

ことを示している。 

 　メドゥシェフスキーの憲法改革論では，憲

法の概念が拡張され，憲法条文の改正にとど

まらない憲法現実の内実が対象となってい

る。憲法改革は憲法改悪となる危険もあり，

憲法現実の変化を憲法の変化と同一視するこ

とには問題も多い。しかし，このような憲法

改革論は，現代ロシアにおける立憲主義の戦

略という視点からするとその機能は非常に明

快である。かれは，現代ロシアにおいて立憲

主義派または自由主義派は，1993年憲法に

代わる新憲法制定を求めるのではなく，その

もとでの憲法現実の充実に努めるべきだと考

えている。 

 　注目すべきは，メドゥシェフスキーのこの

ような主張の前提は，現代ロシアの立憲主義

派および自由主義派にとって，必ずしも，

1993年憲法の憲法条文は「問題のない」も

のではないことである。また，このような主

張は，かれが，そもそも，旧憲法秩序と断絶

する憲法革命（＝新憲法制定）だけが立憲主

義派または自由主義派の戦略ではないと考え

ていることも意味する。19世紀末期から20

世紀初頭にかけてのロシア立憲主義派を「自

由主義パラダイム」と評価するのはこのよう

なかれの憲法改革論と結びついている。 

 　1993年憲法に代わる新憲法制定のために，
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第1章（憲法秩序の基本原則），第2章（人と

市民の権利および自由）および第9章（憲法

の全文改正および一部改正）を改正するには，

既述したように，憲法制定会議の招集と国民

投票が必要である。メドゥシェフスキーが，

1993年憲法に対する憲法革命を否定するの

は，このように1993年憲法が硬性憲法であ

り新憲法制定が困難であるというだけでな

く，対立型憲法革命がその過程で繰り返され

 （33 ） ，その場合の勝者が誰になるかについて

の十分な見通しがないとかれが考えているか

らである。 

 　そして，このような判断は，かれが線形の

移行論を批判していることとも結びついてい

る。メドゥシェフスキーは，実質的立憲主義

への移行が課題と考え，立憲主義の発展を，

名目的立憲主義，外見的立憲主義および実質

的立憲主義の時間軸に沿ったものと捉えては

いるものの，しかし，それを，不可逆の段階

または局面と捉えているわけではない。ある

特定の国のある一定の期間をとれば，名目，

外見および実質の立憲主義は可逆的なもので

ありうる。そして，ある一定の時点をとれば，

名目，外見および実質の立憲主義は，地球規

模で眺めれば並存しうる。こうしたことが，

か れ の い う 憲 法 周 期（конституционный 

цикл, constitutional cycle）の出発点にある

認識である。 

 　憲法周期は （34 ） ，脱憲法化，憲法化および

再憲法化の三つの局面を要素とする一定の期

間である。脱憲法化は旧憲法秩序の正当性が

弛緩する局面で，憲法化は新憲法が制定され，

新憲法に従って法律が変化する局面である。

ここまでであれば，線形の移行論と大きな違

いはない。かれが設定する，憲法化後の局面

として再憲法化の局面が重要である。この局

面では，制定法が定める新憲法秩序と社会（社

会からの期待）との矛盾緊張により，新憲法

秩序が変動し，あるいは旧憲法秩序に引き戻

される局面である。憲法史は，このような憲

法周期による螺旋上の発展として捉えられ

る （35 ） 。憲法危機と同じく憲法周期は，国家

と社会の矛盾緊張，より具体的には制定法と

社会との矛盾緊張を根底に置く概念である。

メドゥシェフスキーは，近代化が再伝統化の

契機となることも排除できないと考えている。 

 　ロシアの問題として考えると，かれは，17

世紀初頭の「動乱」の時代，20世紀初頭の

ロシア革命期（1905年 ― 1918年）および20

世紀末期から現在までの移行期（1989年―

現在）の期間を憲法周期と考えている （36 ） 。 

 三  現代憲法と外見的立憲主義の要
素 ― 1993年ロシア憲法の性格 

 　ロシア加盟申請時の欧州評議会の現代ロシ

ア法評価は，「はじめに」で述べたように，

1993年憲法自体には問題がないが，法律と

実務が問題だというものであった。この評価

は，「憲法条文それ自体に問題はないが，憲

法現実に問題がある」というように言い換え

ることができる。そして，「法律と実務の問題」

という意味での憲法現実の問題がプーチン大

統領の下での「法体制の上」での体制転換で

解消するとともに「政治レジームの変化」と

いう意味での「問題の多い憲法現実」が登場

すると，その原因は，多くの場合，ロシアの

法文化に求められることになる。「憲法条文

には問題はないが，法文化が悪い」という視

点では，憲法現実はおろか憲法条文の分析そ
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れ自体が止まってしまう （37 ） 。 

 　問題を「憲法条文に問題があるので，憲法

現実が変化し，政治レジームの変化が引き起

こされた」と考えることは可能だろうか。プー

チン大統領は，2008年と2011年の憲法改正

を主導したが，1993年憲法それ自体は評価

している。1993年憲法は，プーチン大統領

にとって障害ではなく道具である。 

 　ここでは，少数ではあるが有力な憲法学者

が1993年憲法の基本部分の問題点を指摘し，

新憲法制定の必要を提言しているのでその主

張を見ることで，1993年憲法の憲法条文そ

れ自体の問題点を考えたい。なお，新憲法制

定を要求する大きな運動は，現代ロシアには

存在しない 

 　モスクワ大学法学部憲法自治体法講座の講

座長のアバキヤンは，「憲法制度の設計

（конструкция, design），そして多くの憲法規

定の不明瞭」から新憲法制定が必要だと主張

する （38 ） 。「憲法の改正ではなく，交換を」と

いう論文 （39 ） で，1993年憲法の第1章「憲法秩

序の基本原則」の第10条および第11条の不

整合を指摘する。第10条は権力分立を定め

た規定で，それによれば，「ロシア連邦にお

ける国家権力」は「立法権，行政権および司

法権の分立」に基づき行使され，「立法機関，

行政機関および司法機関は独立」である。こ

こには大統領は登場せず，また第110条は行

政権が属するのは政府であると定めている。

しかし，第11条1項によれば，「ロシア連邦

における国家権力」を行使するのは，「ロシ

ア連邦大統領，連邦議会（連邦会議および国

家会議），ロシア連邦政府およびロシア連邦

裁判所」である。それでは，ロシア連邦大統

領の行使する国家権力とは何か。別の論文で，

アバキヤンは，1993年憲法が「超大統領制」

（суперпрезидентская республика , super-

presidential republic）を定め，「わが国の大

統領」は「単に国家元首であるだけでなく」，

「他の国家権力の上に立ち，誰にたいしても，

いかなる法的責任を負わない」と批判する （40 ） 。 

 　「単に国家元首であるだけでない」という

表現は，アバキヤンが念頭に置いているのが

公選ではあるが三権に属しない名目的国家元

首であることを意味する。しかし，憲法第

80条は，大統領が対外または対内で国を代

表する（4項）だけでなく，大統領が国家元

首（1項）であるがゆえに，憲法と人および

市民の権利および自由を保護し，憲法が定め

る手続で，ロシア連邦の主権，独立および一

体性を擁護し，国家権力機関の作用の調整と

相互作用を確保し（2項），内政および外交

の基本方向を決める（3項）と定めている。

一方で，権力分立の外（上）にあることから，

国家元首であるという大統領の地位は象徴で

あり名目であると解釈することも可能である

が，他方で，権力分立の外（上）にある大統

領が，主権・独立および一体性の擁護義務と

もつと解し，三権の消極的調停者ではなく積

極的調整者である点を強調し，さらに内政お

よび外交の基本方向の決定権をもつことを重

視すれば，国家元首としての実質性を認める

ことも十分に可能である。このように考えた

場合には，1993年憲法は，行政権の長でも

名目的国家元首でもない実質的国家元首を大

統領と定めていることになる。 

 　アバキヤンは，ドイツでの教授の経験も豊

富な現代ロシアを代表する憲法学者である。

ただ，かれは，1978年ロシア共和国の草案

作成に参加し，1993年憲法制定過程では大
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統領制に批判的な立場であった。しかし，ア

バキヤンの憲法第10条，第11条および第80

条についての指摘は，政治的立場からという

よりは，やはり，1993年憲法の性格の冷静

な分析として意味がある。 

 　エリツィン大統領の法問題補佐官（1995

年 ― 1998年）を勤め，現在，高等経済学院

法学部憲法行政法講座の講座長であるクラス

ノフは，アバキヤンが指摘する1993年憲法

の「憲法制度の設計」の問題点をより実証的

理論的に批判している。クラスノフは，1993

年憲法には，憲法の精神に反する「憲法制度

の設計」があり （41 ） ，1993年憲法の定める大

統領の国家元首としての地位を「潜在的権威

主義の要素」と見ている （42 ） 。そして，かれ

によれば，この要素は，法律および憲法裁判

所の判決により （43 ） ，顕在化している （44 ） 。か

れは，憲法の精神に対応した「憲法制度の設

計」を実現するためには新憲法制定が必要だ

と考え，実際に，憲法草案も公表し （45 ） ，「憲

法制度の設計」を変更する必要性を，南東欧

の憲法改革の動向を俯瞰し主張する （46 ） 。変

更の方向は，大統領―政府―議会との関係で

の議院内閣制の要素を強化することである。 

 　以上のような1993年憲法の理解，つまり，

1993年憲法は「憲法制度の設計」に問題が

あり，この問題の解消のためには新憲法制定

が必要であるという考え方を，「制度の設計」

に問題があるとする点で制度論と呼ぶことが

できるとすると，この点で，アバキヤンとク

ラスノフは共通の見解をもっている。ただし，

アバキヤンとクラスノフは，1993年制定過

程での大統領制の評価については立場が異な

る。クラスノフは「憲法の精神」と「憲法の

制度」を区別し，「憲法の精神に問題はないが，

それを実現する制度が問題」とすることに

よって，1993年憲法の「憲法の精神」それ

自体は擁護する立場であることを明確にして

いる。 

 　アバキンヤンとクラスノフがそれぞれの対

場から問題とする国家元首としてのロシア大

統領の地位と権限について，メドゥシェフス

キーはその問題を認め，端的に，ロシアの君

主制との連続性を指摘する。すなわち，現代

ロシアの政治制度は，「大統領が権力分立の

上 に あ り， 権 力 間 の 調 整 者（посредник, 

meditator） （47 ） であり，憲法の保証者である

ように整備されている」 （48 ） 。 

 　メドゥシェフスキーは，1993年憲法への

思いを率直に次のように述べている。すなわ

ち，「1993年の歴史的機能，言い換えれば，

目的論をその歴史的特殊性として認めなけれ

ばならない。憲法は，旧秩序勢力と形成され

つつある新レジーム勢力の厳しい対立という

条件において作成され，選択された。変革者

の具体的目的と課題が何であれ，かれらの歴

史的正当性は，全体主義との闘争と民主主義

からなる。憲法自身の権威主義性とその採択

の特徴は，過去の復活を目指す保守的支持者

との闘争をめぐる余儀ない措置」であった。

「同時に，一度ならず指摘されているのは，

1993年憲法が創った政治レジームは，多く

を旧ロシアの君主制の伝統に負っていること

である。ロシアにおいて，帝国制度は，常に，

国の内外の秩序と安定性の保証」であり，「要

するに，この制度，とくに国家制度は，常に，

近代化と社会の欧化の道具」であった （49 ） 。 

 　アバキヤン，クラスノフおよびメドゥシェ

フスキーは，ロシア大統領が，国家元首とし

て権力分立の上に立つという点での認識では



● 論　説

（ 12 ）

共通している。しかし，1993年憲法と君主

制との連続性を指摘するという点にメドゥ

シェフスキーの独自性がある。 

 　メドゥシェフスキーのこの独自性は，言う

までもなく，かれのロシア立憲主義史の理解

に起因する。かれは，1993年憲法は「1905

年から始まったロシアの憲法発展の仕上げ」

であり，1993年憲法には「歴史的継承性の

断絶」と「その回復」の要素があり，そのこ

とが，「第一次ロシア革命後に生じ，発展方

向の選択を特徴とする状況」に戻ることを要

求しているとの認識がある （50 ） 。前述した「20

世紀初頭の憲法理念の淵源に連れ戻される」

のは，そのような意味においてであり，そこ

に，かれがいう「ロシア社会学」または「自

由主義パラダイム」との対話の意味がある。 

 　したがって，19世紀末期から20世紀初頭

のロシア立憲主義の淵源に立ち戻る必要があ

るというメドゥシェフスキーの前述した観点

は，現代立憲主義の起源を求めて中世立憲主

義に立ち戻ることではなく （51 ） ，19世紀末期

から20世紀初頭の時期と現代ロシアは，憲

法上，同じ課題を共有する時期であることを

意味する。前述したように，かれは，憲法周

期としては，20世紀初頭のロシア革命期

（1905年 ― 1918年）と20世紀末期から現在ま

での移行期（1989年―現在）を指摘するが，

名目的立憲主義に終わった前者の憲法周期

を，現代ロシアの後者の憲法周期がやり直す

という位置にあるとかれは考えているとも言

える。かれが，現代ロシアまたは南東欧の体

制転換を「遅ればせの革命」 （52 ） と見るハバー

マスの議論に共感するのは （53 ） ，このような

かれのロシア立憲主義史認識があるからだと

言える。 

 　それは別として，ここで指摘したことは，

メドゥシェフスキーの「時間軸での比較（ロ

シア立憲主義史）」のひとつの結論でもある。

つまり，かれにとって，1993年憲法は，空

間軸では，現代における社会主義の崩壊にと

もなう西欧型憲法原理の受容の結果であると

ともに，時間軸では，1917年に中断したロ

シア立憲主義の回復である。この中断したロ

シア立憲主義は，実質的立憲主義ではなく外

見的立憲主義（立憲君主制）であることから，

名目的立憲主義から外見的立憲主義への移行

が「ロシアの政治発展における現段階の基本

的特徴」であり，それが「真の立憲主義への

道」を開き （54 ） ，したがって，「実質的立憲主

義と外見的立憲主義の対比」は，「ポスト・

ソビエト憲法秩序を研究するときに意義を維

持」していると （55 ） ，かれは考える。 

 　そうだとして，外見的立憲主義という憲法

史上の概念を用いることが現代憲法の分析と

して適当だろうか。「権威主義における憲

法」 （56 ） ，あるいは比較政治学で見られる形容

詞付きの民主主義 （57 ） または形容詞付きの自

由主義の概念 （58 ） を用いることも可能であり，

メドゥシェフスキー自身もそれを否定してい

ない （59 ） 。 

 　しかし，かれが，ウェーバーのロシア革命

論における外見的立憲主義論の影響を受け，

1993年憲法制定直後の時期に集中して取り

組み，その成果が『民主主義と権威主義』お

よび『比較憲法と政治制度』といったかれの

主著において重要な位置を占めるかれの外見

的立憲主義論は検討すべき価値がある （60 ） 。

それは，かれの議論が現代憲法における外見

的立憲主義の要素とでもいうべき問題を考え

る視点を与えるからである。かれは，前述の
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ように，ロシア立憲主義史の理解から，現代

ロシアの憲法課題に，名目的立憲主義から外

見的立憲主義への移行という要素があること

を指摘している。 

 　しかし，それだけではなく，メドゥシェフ

スキーは問題を，外見的立憲主義から実質的

立憲主義への移行一般のなかに位置づけて検

討している。 

 　メドゥシェフスキーは，第一次世界大戦前

に欧州（英仏対独）で問われた「立憲君主制

は，歴史的に独自で完成した統治形態か，あ

るいは，未完成で移行型の統治システまたは

純粋形態（絶対主義と議会制共和国）の間の

歴史的に必然的な妥協か」という問題を取り

上げ （61 ） ，戦後西ドイツで議論された，ドイ

ツの立憲君主制が「（絶対主義と議会主義と

並ぶ）独自の政治形態だったか，それらの間

の妥協，つまり，これらの純粋な政治制度形

態の間の独特の移行段階にすぎなかったか」

という問題を検討している （62 ） 。この西ドイ

ツ内の議論とは，フーバーの『1789年以降

のドイツ憲法史』とそれに対するベッケン

フェルデの批判である （63 ） 。 

 　メドゥシェフスキーは，独自類型との見方

にも移行型との捉え方にもそれぞれ理由があ

ると考える。かれの西欧型近代化と東欧型近

代化の議論からすれば，独自の移行の類型と

いう捉え方になる。しかし，ここで重要なの

は，独自類型か移行型かそのどちらかで割り

切ろうとする問題の立て方が一面的であると

かれが批判していることである。かれによれ

ば，立憲君主制の形態は「革命または変革の

結果，君主制国家体制の形態としての存在を

停 止 す る と き に お い て も， 他 の 形

（оформление, design）で再生産」される （64 ） 。

かれにとっては再生産される「さまざま形態

で自己の道を切り開く歴史貫通的伝統」が問

題である （65 ） 。かれによれば，ドイツの立憲

君主制，すなわち外見的立憲主義においてこ

の歴史貫通的伝統とは君主政原理のことであ

る。 

 　メドゥシェフスキーによれば，シュタール

の『君主政原理』において，課題となってい

るのは統治形態の選択ではなく，議会政原理

と君主政原理という原理の選択であり，君主

政原理は，メドゥシェフスキーによれば，「民

族の統一と法令の一体性という課題に適うも

のであり，民族の精神と意思の最適な表現」

として構想されていた （66 ） 。そして，かれは，

このような意味での君主政原理を，単なる保

守派の議論として捉えるのではなく，ドイツ

の立憲君主制における「歴史貫通的伝統」と

理解する。 

 　かれによれば，ヒンツェはこのような見方

に近い見解をもっている。メドゥシェフス

キーによれば，ヒンツェは，国家と社会が同

一または接近する政治共同体の観念を前提に

憲法近代化が行われた古典的立憲主義の国

（英米仏）と国家と市民社会が分離し，国家

の主導で憲法近代化が行われた国（独）とを

区分し，後者においては君主政原理が政治シ

ステム全体の要になると考えた （67 ） 。このよ

うな見方からすれば，外見的立憲主義は，通

過点という意味での段階であるとともに，独

自の存在理由をもつ必然的な段階でもある。

ここでは，追いつき型近代化が国家と市民社

会の分離と捉えられる。ここでの国家は，行

政官僚制であり軍隊である。 

 　そして，メドゥシェフスキーの主張の特徴

は，君主政原理を強調する立場から絶対主義
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と議会主義との間にあるものとして立憲君主

制を捉えるだけではなく，立憲君主制が打倒

されても君主政原理が大統領制として連続す

ると考えていることにある。つまり，君主政

原理は大統領制として再生産される。メドゥ

シェフスキーによれば，「立憲君主制の歴史

的継承者」である大統領制は，「君主政原理

の見地が伝統として強い政治文化をもつとこ

ろで確立」し，「移行期の複雑さと社会的矛

盾の激しさ」および「権力に対する社会の監

督および議会制度の弱さ」が「大統領権力の

増大を促し」，「大統領は，立憲君主と同様に，

民族の象徴となり，政治システムの最も重要

な要素，その中心」になる。大統領は，「社会，

政党，議会およびすべての権力制度の上に立

ち，それらの活動を調整し，方向づけ」，「憲

法の唯一の保証者であり，国家主権の具現者」

となる （68 ） 。 

 　メドゥシェフスキーは，君主政原理の継続

という視点から，ドイツ国法学における国家

法人説における国家意思と主権の理解，民族

の意思の具現化としての皇帝の地位をめぐる

議論を検討している （69 ） 。かれによれば，「そ

の決定的特徴」が「君主政原理」であるドイ

ツの立憲君主制は，「大統領制共和国の形態

での人民投票的民主主義の基本構成要素のす

べてを示す国家組織の理念型」でもありう

る （70 ） 。かれにとっては，ウェーバーの指導

者民主主義と大統領制の提唱は，シュミット

の大統領の独裁と並んで，ともに君主政原理

の継承である （71 ） 。 

 　以上のような見方からすれば，1993年憲

法第80条が定める国家元首としての大統領

の地位と権限は君主政原理との連続性を実定

化したものだということになる。 

 おわりに 

 　この小論は，「はじめに」で述べたように，

公式の憲法改正と非公式の憲法変動により同

一の憲法の下で政治レジームが転換するとい

う現代ロシアの憲法動態をどう見るかという

問いから出発している。この政治レジームの

転換は，現代ロシアにおける民主主義の定着

の失敗または権威主義への転進を意味すると

考えることができる。 

 　しかし，メドゥシェフスキーの議論は，こ

のような見方に代わる現代ロシア像を提示す

る。それは，一言で言えば，現代ロシアの憲

法原理の転換が，もともと，外見的立憲主義

の要素を含んでいたということである。かれ

は，それを，憲法原理の転換のロシア立憲主

義史における位置，憲法原理の転換を侵食す

る旧憲法原理の形態変化を伴う継承（大統領

制を通した君主政原理の継承），そして1993

年憲法の憲法条文（第80条）から導いた。

かれのこのような視点は1993年憲法の制定

前後にすでに確立していた。この見方からす

ると，エリツィン大統領の下での政治レジー

ムとプーチン大統領の下でのそれとは連続し

ている。この連続性を，メドゥシェフスキー

は，エリツィン大統領は大統領令で，プーチ

ン大統領は国家会議における管理された多数

派を通して （72 ） ，自らの政策を実行している

と表現している （73 ） 。 

 　現代ロシアにおける政治レジームのこの連

続性に着目する見解は，メドゥシュエフス

キーだけのものではない。S・ホームズは，「エ

リツィンとプーチンのレジームを束ねる多く

の隠れた継続性」があり，かれは，この二つ

のレジームを，あるシステムの異なる現象形
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態だと見ている （74 ） 。連続性は，かれによれば，

「エリツィンとプーチンのもとで，権力と特

権は，空に浮かび，国民全体と持続的接点を

もたないエリートによって独占されてい

る」 （75 ） という点にある。そして，次のように

述べる。すなわち，「民主主義理論は，多数

者の社会的欲求により応答するようになると

きにより強力になることを前提としている。

社会的欲求への応答性は，少なくとも理論的

には，差し迫った集団的問題の特定と解決の

ために国家の管理の下で，分散した社会的知

識と協力を結集することにより国家を強化す

る。民主主義は，それゆえに，政府を社会に

繋ぐシステムであり，政府の首尾一貫した行

為の能力を損なうことなく，社会の欲求，要

望，利益および意見に政府を応答させるシス

テムである。 

 　ソビエト様式での権威主義ではないが，

プーチンのシステムは，この特定の意味にお

いて非民主的である。このシステムは，沸騰

寸前のエリート間紛争に絶えず組み合わなけ

ればならない。しかし，それは社会に根を下

ろしているのではなく，社会の上に浮遊して

いる。ロシアの支配者は，基本的にロシア国

民全体と切断され，切り離されている」 （76 ） 。 

 　このようなホームズの議論を，「国家と社

会の遊離」論（「社会の上に浮遊」）と割拠的

行政官僚制論（「エリート間紛争」）の組み合

わせと整理すると，前者は，メドゥシェフス

キーの言葉で言い直せば東欧型近代化（追い

つき型近代化）の特徴（国家と社会との分離）

であり，後者は，メドゥシェフスキーの議論

にはない国家における非合理的要素（近代化

の主体としての国家の限界）を強調するもの

である。後者の点をホームズは，現代ロシア

の国家に内在する「断片化」と表現し，この

「断片化」のゆえに現代ロシアにおいて民主

主義も権威主義も定着（確立）しえないと見

ている。このような視点自体はメドゥシェフ

スキーにはない。しかし，メドゥシェフスキー

の1993年憲法評価，すなわち，異種混合型

憲法であり，大統領制，半大統領制および超

大統領制のいずれにも該当しないという評

価 （77 ） とホームズの現代ロシアの政治レジー

ムの評価，すなわち，民主主義も権威主義も

定着していないという評価とは，憲法と政治

レジームのそれぞれにおける異種混合性に着

目する点で共通する。 

 　国家と社会とが分離または遊離する条件で

憲法はどんな機能を果たすのだろうか。メ

ドゥシェフスキーは，国家と社会とが分離す

る条件における外見的立憲主義の要素の存在

理由を次のように述べている。すなわち，「憲

法は，社会と国家の顕在化した分離を，統一

的法システムの枠内での社会と国家の機能の

分化の方法で克服する可能性を与え，君主が，

法規範の助けを借りて自己の権力を正当化

し，行政を整序することを可能とする」 （78 ） 。

エリツィンとプーチンとでは憲法の利用の仕

方が異なるが，このような意味で憲法に依拠

するという点では変わりがないと考えること

ができる。現代ロシアの憲法と政治レジーム

の性格および動態は，現代の非民主主義レ

ジームの類型と性格およびそこにおける憲法

の意義と機能を検討する必要を示している。 

 　メドゥシェフスキーの比較立憲主義論は，

西欧型近代化（英米仏―古典的立憲主義，政

治的共同体（自然状態と社会契約））と東欧

型近代化（独墺露日等―立憲主義の借用また

は継受，国家と社会との分離）との対比で成
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り立っている。この類型化は，西欧（英米仏）

で成立した立憲主義が借用または継受により

東欧に拡大したとき，古典的立憲主義ではな

く外見的立憲主義として拡大したということ

を示すために行われている。かれは，「国民

代表，権力の分立と配分，またしばしば市民

の権利の保障を定める特定の型の基本法」を

立憲主義と理解する現代の研究者の多くが，

この概念を「一義的に留保なしにすべての国

に対して利用」することで「外部からの借用，

模造，様式化の要因という付随する現象に関

心を向けていない」 （79 ） と述べている。 

 　メドゥシェフスキーの比較立憲主義論は立

憲主義が借用または継受かどうかを重視して

いるのに対して，かれの憲法動態論はそれに

関係なく，当該国における内的動態に焦点を

合わせる。制定法と社会との矛盾緊張が憲法

動態の動因であるという点で，社会は，憲法

近代化の一要素である。憲法周期論では，新

憲法秩序が旧憲法秩序に引き戻される再憲法

化の局面が想定されている。それは，新憲法

秩序が社会に適応する再伝統化でもある。

　かれの議論では，再伝統化を国家が主導し

社会がそれに対抗する場合は想定されていな

い。このことをはじめ，立憲主義との関係で

の社会の位置づけにはなお検討の余地があ

る。この検討は，21世紀における立憲主義

の拡大において立憲主義の基礎をなにに見る

のかを視野に入れる必要がある。 

 　メドゥシェフスキーの比較立憲主義史で

は，20世紀についての関心は，その後半の

民主化の「第三の波」に向けられていること

が特徴である。「第三の波」は，21世紀（ま

たはその開始としての1990年前後―ソ連と

南東欧の社会主義の崩壊）の立憲主義に接続

するものと捉えられている。これに対して，

敗戦を契機とするドイツと日本の外見的立憲

主義から実質的立憲主義の移行は，一国内の

内的動態としてのかれの憲法動態の理論枠組

には収まらないといえる。なによりも，ロシ

アの20世紀は，かれの表現を用いると名目

的立憲主義の時期であった。かれの比較立憲

主義論は，19世紀（またはその継続として

の20世紀はじめ―ロシア革命とワイマール

憲法）の立憲主義の拡大と21世紀の社会主

義崩壊に伴う立憲主義の拡大とを重ね合わせ

て見るものとなっている。そこに，かれの現

代憲法における外見的立憲主義の要素への関

心の根拠があり，歴史としてのロシア立憲主

義との対話への意欲の根拠がある。
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